
 須崎市介護職員初任者研修受講費助成事業実施要綱を次のように定める。 

 

 

                        令和６年１０月２１日 

                        須崎市長 楠 瀬 耕 作 

 

 

須崎市訓令第９６号 

 

須崎市介護職員初任者研修受講費助成事業実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第２２条の２３第

１項に規定する介護職員初任者研修課程の研修（以下「初任者研修」という。）の受講に要

する費用の一部を助成することにより、介護サービス基盤を担う人材の確保及び定着を図る

ことを目的とする。 

 （助成対象者） 

第２条 助成の対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当

する者とする。 

（１）申請日において、本市の住民基本台帳に記録されている者 

（２）市税等の滞納がない者 

（３）申請日の１年前の日から申請日までに初任者研修を修了している者 

（４）初任者研修を修了した日から申請日までの間に、別表に掲げる須崎市内の介護施設等（

以下「介護施設等」という。）に常勤、非常勤又は派遣を問わず、介護職として勤務し、

また、申請日においても継続して勤務している者 

（５）申請日において、次条第１項に規定する助成対象の経費（以下「助成対象経費」という。

）の支払いを完了している者 

（６）助成対象経費について、他の公的制度から助成を受けていない者 

 （助成対象経費及び助成金額） 

第３条 助成対象経費は、研修に係る受講料及び教材費とする。ただし、助成対象者が実際に

負担した費用に限るほか、修了評価不合格者の補講、追試等に係る追加費用は、助成対象か

ら除く。 

２ 助成金額は、前項に規定する助成対象経費の合計の額とし、８万円を限度額とする。また、

当該助成金の交付は、助成対象者１人につき１回を限度とする。 

 （交付申請） 

第４条 助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、介護職員初任者研修受講費



助成申請兼請求書（別記様式第１号。以下「交付申請書」という。）に次の各号に掲げる書

類を添えて、市長に提出するものとする。 

（１）介護保険法施行令第３条第１項第１号ロに規定する介護員養成研修事業者（以下「研修

事業者」という。）が申請者に対して発行した対象経費の領収書の写し 

（２）研修事業者が発行する修了証明書の写し 

 （支給決定等） 

第５条 市長は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、助

成金の交付の可否を決定したときは、介護職員初任者研修受講費助成金交付（不交付）決定

通知兼助成金額確定通知書（別記様式第２号）により、当該申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付決定をしたときは、速やかに助成金を交付するも

のとする。 

 （交付決定の取消し等） 

第６条 市長は、不正な手段により助成決定を受けた者があるときは、その決定を取り消すと

ともに、既に支払った助成金があるときは返還させることができる。 

 （補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

 この訓令は、令和６年１１月１日から施行する。 



別表（第２条関係） 

 対象となる介護施設等は、次のとおりとする。 

  （１）介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第１項に規定する居宅サービス、同

条第１４項に規定する地域密着型サービス、同条第２４項に規定する居宅介護支援及

び同条第２６項に規定する施設サービス並びに同法第８条の２第１項に規定する介護

予防サービス、同条第１２項に規定する地域密着型介護予防サービス及び同条第１６

項に規定する介護予防支援を提供する事業所 

  （２）須崎市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（平成２９年須崎市訓令第５０号

）第４条ア（ア）に規定する訪問介護相当サービス又は同条イ（ア）に規定する通所

介護相当サービスを行う事業所として、須崎市介護予防・日常生活支援総合事業にお

ける指定第１号事業者の指定等に関する要綱（平成２９年訓令第４７号）第３条の規

定に基づき市長より指定を受けた事業所 


